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1．序

　企業内賃金構造の国際比較は，わが国における労使関係の国際的共通性

をめぐる論点の一つとして，注目を集めてきた研究分野である．近年では，

日本の賃金構造の特殊性を一方的に強調する議論に接することは，極めて

希である．共通性を重視するか，あるいは相違点と同時に共通性を指摘す

　　　　　　　1）る立揚が非常に多い，それぞれが克明な研究の結果に基づく主張であり，

われわれの分析にとって貴重な財産である．しかしそれらは，また，新た

な研究を開始するための出発点でもある．私の考えによれば，異なった国

々の間における賃金構造の異同は，単に賃金が年令や勤続年数と相関的に

変化しているかどうかでなく，その決定要因の異同にまで遡って判定さる

べきである，また，分析結果はモデルにも依存するから，できれば代替的

な仮定を用意し，それ’らの間で優劣の比較検討も試みる必要がある．

　企業内賃金構造を分析するには，いく種類かの仮説が利用可能である・

人的資本仮説（例えばG・S・Becker1975），生活費保障仮説（氏原正治郎

＊　本研究に当っては，r企業内賃金構造の決定要因に関する計量的分析一マ

　イク・データによる日韓比較一」と題するテーマで昭和63年度文部省科学

研究費を受けることができた．本稿で利用した韓国の賃金構造のマイクロテー

　プは，南爽鉱氏（韓国労働部）の御好意によるものである・回帰計算は経済統

計研究室の安斎寿美助手にお願いした・両氏に深く感謝したい・
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1966，船橋尚道1961あるいは1967），チーティング仮説（E・P・Lazear

1979），自己選別仮説（J・Salop　and　S・Salop1976），およぴインセンテ

　　　2）
イブ仮説（例えぱ大橋勇雄1981）等である．

　チーティング仮説にかんしては，それが日本の労使関係をうまく説明し

ているか否かの疑問がある．自己選別仮説は若干の職種（例えばタクシー

運転手や掘進夫）の賃金に妥当する．しかし，わが国にとって重要な規模

間の賃金をみると，大企業の年令別賃金曲線は初任給でもその後の賃金で

も小企業の曲線を上回っている．したがって大企業の年令別賃金は，労働

者をして自らに関する真の情報を明かならしめる価格機構の役割を果たし

ていない．ここには，自己選別よりも分断された労働市揚の影響のほうが，

はるかに強く現れている．他方，大橋の仮説において賃金を上昇させる要

因は内部昇進である．したがってこの仮説では，昇進しなくても年令が高

まれば賃金が上昇するという現象は説明できない．それゆえ，これは単独

でよりも，他の仮説と結合して用いたほうがよい．
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　本論文は，筆者自身による最近の研究結果をふまえて，企業内賃金構造

の日韓比較を企てたものである．以上の極く簡単な考察からも分かるよう

に，ここでは，熟練要因を重視する人的資本仮説と年令別生活費保障を強

調する仮説とを取り上げる．私の主な関心は，どちらが企業内賃金構造に

対してより強い説明力をもっているかを，経験的に吟味することにある．

私がこれまでに得た結果によれば，年令を各種の人的資本指標に分解した

モデルよりも年令それ自体を用いた揚合のほうが，日本の賃金構造をより

よく説明できる．異なった解釈の余地があるかもしれないが，私にとって

この結果は生活費保障仮説に有利な事実であるように思われる・この分析

結果はわが国に特有な現象なのだろうか，それとも他の国にも観察するこ

とのできる現象なのだろうか．この点を明らかにしてみたい．賃金構造の
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日韓比較を試みたのは，このような理由からである。
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　幸い，私は韓国における賃金構造のマイクロテープを1978年と1985

年の2か年について入手することができた．わが国にかんしては，同じく

マイク・テープによって年令別・勤続年数別・職種経験年数別の三方向に・

整理したデータがすでに用意してある．韓国の賃金構造調査はわが国のそ

れとほとんど同じ調査項目を含んでおり，したがって日本の揚合と全く同

じようにデータを整理し，分析することができる．以下では，まず最初に

日韓両国について使用したデータの性質をのぺ，労働経済の簡単な考察を

おこなう．次いで賃金構造の日韓比較に進むことにしたい．

■．データの性質

　まずわが国のデータについてのぺよう．公表資料によるかぎり，賃金デ

ータは年令別・勤続年数別，あるいは年令別・職種経験年数別にしか利用

することができない．生活費保障仮説をできるだけ熟練仮説から分離でき

るようにするため，われわれは職種別賃金データに含まれる経験年数の情

報を利用することにした．これにより年令別・勤続年数別・経験年数別に

賃金統計を再集計することができる．年令別・勤続年数別データによる限

り，年令の上昇は職種経験年数の増加と重なってしまい，それを年令別生

活費の指標とみる立揚は説得力を欠かざるをえない．しかし三方向に分類

されたデータを用いるなら，勤続年数や職種経験年数を一定に維持したま

ま年令を上昇させるという操作が可能となり，生活費保障仮説を熟練仮説

から切り離して，より純粋な形で検証することができるようになる．

　マイク・テープから得られるデータは，考慮されたいくつかの要因によ

って多次元的に分類された．それぞれの要因は，多くの公表資料にみられ

るように，適当な数の階級に区分することにした．つまり，以下の分析は

個票をそのまま用いて行われたのでなく，後にその例を示すように，各要
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　　　表1使用したデータの性質，規模計，日本，1980年

　　　　　　　　　　　　　　　男子　　 女子
　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　母集団標本　母集団標本
きまって支給する給与　　｝野　　（100円／月）　2，006．91・941．31，248．91，196・2

所定内給与研（100円／月）1・727・31・675・31・190・71・146・2
総実労働時間　∬ホ、（時間／月）　205・2206・2　183・6184・8

所定内労働時間　E　 （時間／月）　182・4183・6　178・0179・6

学歴別労働者構成　　　　　（％）　　　100．0　100・0　100．0　100．0

　　　中卒以下　　　　（％）　　46．6　50．8　36，3　40．7
　　　高卒以上　　　　（％）　　53．4　492　63・7　59・3
規模別労働者構成　　　　　　（％）　　　100ゆ　1000　100，0　100．0

　　　1000人以上　　　　　　（％）　　　28．1　232　　28．8　25，1

　　　100倒999人　　　　（％）　　32。1　29。3　31。6　28．6

　　　10～99人　　　　（％）　　39。7　47。5　39。6　46．4

学校卒業年令五SL　　（歳）　　16．4　16。1　16．6　16．4
外部経験年数　EE　　（年）　　11．5　12．2　13．3　14．1

勤続年数1E　（年）　8。68．85．15．2
年　　　令’4σE　（歳）　36．537．135．035．7
職種経験年数　OE　　（年）　　9．3　9．5　6．6　6．5

因ごとに階級別に整理したデータに基づいている，これは回帰方程式の推

定に要する演算時間を短縮するためである．

　また，簡単な比較の揚合を除いて，テープから得られたデータを母集団

に復元する操作は省略した．これはわれわれの分析に含まれる欠点の一っ

である．使用されたデータの性質をみておくために，表1に1980年の日

本にかんして母集団の数字と標本の数字（以下ではこれを用いる）との比

較を掲げておいた．使用された職種別データは職階を除くものの，職員に

分類される人々や第三次産業就業者も若干含まれている．表によれば，母

集団と標本との間に，それほど大きな違いは見られない．年令や，僅かで

はあるが勤続年数も，使用したデータ（すなわち標本）のほうが高い。し

かし，学歴別に労働者構成を見ると，標本のほうが低学歴者のウエイトが
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　　　　　表2使用したデータの性質，規模計，緯国，1985年

　　　　　　　　　　　　　男　子　　　　　 女　子

　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　全職種日本と同一職種全職種日本と同一職種
　　　　　　　　　　　一一一一　　　　　　　　　　　　母集団標本　母集団標本　　母集団標本　母集団標本
，って支給する給与　研　　（100ウォン／月）3，28L83，423．32，704．52，898．51，584．91，557．81，482．21，47a8

定内給与研　（100ウォン／月）2，844，32，902．32，128．92，228．81，332．51，280．81，214．51，204．O

lりポーナス平均額　B　　（100ウォン／月）　581．7　724．5　368．6　497．6　218，3　249．4　191．0　236．8

実労働時間H率　（時間／月）　225．7228．9233．5236．8232．1233．2234．8232．4
竜内労働時間　丑　　　（時間／月）　　　193．0　191．8　189。3　188．4　196，9　195。3　197．2　195．4

悉別労働者構成　　　　　（％）　　　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0　100．0

中卒以下　　　（％）　　37．935．256．151．758．25g。067．563．2
高卒以上　　　（％）　　62．164．843．948．341．841．032．536，8

莫別労働者構成　　　　　（％）　　　100．0　100．0　100．0　100。0　100．0　100．0　100．0　100、0

1000人以上　　　　　　　（％）　　　28，3　44．3　25．9　43。1　30．3　47．0　31．9　50．9

100～999人　　　　　 （％）　　36．3　46，0　38，4　47．4　39．8　45．7　41．3　43．3

　10～99人　　　　　（％）　　35．5　9．7　35．7　9．5　29．9　7．4　26，8　5．8

校卒業年令4SL　 （歳）　　17．3　17．5　16．0　16．2　15，9　16．0　15．5　15。8

部経験年数EE　　（年）　　12．0　11．1　13．8　12．8　7、0　5，6　6．6　5．0

続年数1E　（年）　4．34．83，44，02．22．32．02．2
　　　令五σE　（歳）　 33．633．433．233．125．123，924．123．0
種経験年数　OE　　（年）　　7．1　7。1　6．5　6．6　3．6　3．5　3。5　3．4
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大きい・使用したデータ（標本）における賃金水準が母集団の数字より低

いのは・このためであろう・もう一つの理由は，標本における労働者の規

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の模別構成比が母集団のそれより小企業に偏っていることである．

　調査項目は・マイナーな点を除けぱ，日本と韓国との間で全く同じであ
の

る，これは，恐らく，韓国の調査がわが国の賃金構造基本統計調査を手本

にして設計されたためと思われる、日本との比較のため，分析の範囲を日

本と同一の職種に限定し，また母集団に復元しないという点でもわが国の

揚合と同様な方法を採用した。

　そこで・使用したデータと母集団との間でどの程度の差異があるかを，

韓国についてみてみよう．表2には，男女それぞれについて，全職種の場

合と日本と同一職種の揚合とに分け，母集団の値と標本値とを比較してあ

る．これによれぱ，全職種にかんしては，男子の「月当たリボーナス平均

額（B）」を除いて大差ない。また，日本と同一職種範囲に限定した揚合に

ついてみても，男子の「決まって支給する給与（研）」やr月当たリボー

ナス平均額」，女子のr月当たリボーナス平均額」など若干の例外を除い

て，標本は母集団とかなり近い値を示している。以下の分析では被説明変

数として時間当たり所定内給与（Iv／π）を用いるので，結果が大きく相違

することはないであろう．

皿．労働経済の日韓比較

　以下では，分析に先だって，日本と韓国の労働経済について簡単な比較

を試みることにしよう。比較は同じ条件で行うぺきであるから，対象は日

本と同一の職種範囲の標本に限定することにした．

　（1）　男子・規模計についての比較

　表1（日本）と表2（韓国）のそれぞれ対応する項目どうしを比ぺてみ

　　　　　　　　　　　　　　8
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よう．男子労働者の月当たり所定内労働時間を比較すると日本が183。6時

間，韓国が188．4時間で，大差ない・しかし総実労働時間には約30時間

の差異が認められる．学歴別労働者構成はかなり似ている・年令は日本が

37．1歳，韓国が33．1歳であり，韓国のほうが4歳ほど若い．学校卒業

年令およぴ外部経験年数はほぼ同じであるため，年令の差は勤続年数の差

（日本8．8年，韓国4．0年）に反映されている，

　韓国の揚合は30か月（2．5年）の兵役義務があり，そのぶん外部経験

年数は長くなっているはずである．したがって，韓国においては，年令差

に加えて兵役義務の存在という，もう一つ勤続年数を短くする要因がある．

かりに兵役義務がなくて，この2．5年がすぺて勤続年数に加わったとして

も，韓国の勤続年数は4．O十2．5＝6．5年であり，日本よりも2．3年（8．8

　　　　7）
一6．5）短い．他の証拠と合わせ考えても，韓国の労働市揚は日本のそれよ

り流動的と考えてよさそうである．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
　職種経験年数は日本の9，5年に対して韓国は6・6年であった・この3

年の差は，年令・兵役義務の存否・労働市揚の流動性などを反映したもの

と解される．

　韓国で勤続年数が短くなる理由は他にもある．それは，この国の経済が

1962年以降に安定したことと，勤続の長期化が期待される大企業の多く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
が第2次5力年計画（1967～71年）以後に創立されたという事情である・

しかし図1にみるように，学歴別に同一年令の労働者を日韓の間で比較し

ても，一部の高年令層を除き，韓国のほうが勤続年数（E），職種経験年

数（OE）は短く，逆に外部経験年数（EE）は長くなっている・したがっ

て，上記の事情だけでは短い勤続年数を説明するに十分でない・やはり・

韓国の労働市場が流動的だという事実を考慮する必要がある・

　（2）　女子・規模計についての比較

　同じく表1と表2との比較である．日韓両国の間には，女子の平均年令

　　　　　　　　　　　　　　9
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に極めて大きな相違がある。すなわ

ち日本の35．7歳に対して韓国は23．0

歳でる．これは韓国における女子の

労働者構成が賃金水準の低い若年層

に集中していることを示しており

（表3は明瞭にこれを示す），韓国

のほうが日本より男女間賃金格差が

大きいであろうことをわれわれに予

想させる．実際，表1と表2とから

所定内給与の男女間格差を求めてみ

ると男子賃金を100とした女子の賃

金は日本が68．4％，韓国が54．0％

となる．

　日本では女子のほうが労働時間は

短いが，韓国では必ずしもそうでは

表3年令別労働者構成の日韓比較・
　　規模計，学歴計　　　　　（％）

　日　本　　　韓国
男　女　　男　　女
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50～54

55創59

60～64

65～

合計

0．3

2
．
3

9．8

15．5

17．9

15．1

12．7

10．6
7
。
8

4．5

1
．
9

1
，
4

100，0

0．8

7
．
6

25．3

12．5

8．8
8
．
8

10，2

10．4
7
．
8

4．7
2
．
0

1
．
0

100．0

0．6
2
．
4

10．3

25．7

21．6

15．0

10．7
7
．
2

3．9

1
．
5

0．6

0．3

100．0

6
．
1

15、6

47．8

12．1

4．3

4．1

4．4

3．2

1
．
7

0．5

0．2
0
。
0

100．0

注1）日本は1980年，韓国は1985年，
　2）日本は調査産業計，韓国は全職種に関する

　値．ともに母集団に復元した数字を利用，

ない（後の表5が示すように，韓国の小企業（10～99人）では所定内労

働時間も総実労働時間も女子のほうが長い）．高等学校以上の卒業者のウ

エイトは日本が59．3％，韓国が36．8％である．平均年令の差は労働者の

学歴差にも現れている．12．7歳という大きな年令差は，また，外部経験

年数・勤続年数・職種経験年数の差異に反映されている。

　（3）規模間での比較

　表4（日本）と表5（韓国）とを用いて，規模間で比較してみよう・ど

ちらの国をとっても，規模の大きい企業のほうが高学歴者を多く雇用して

いる。また，小企業で外部経験年数が長く，大企業で勤続年数が長い，し

かし大企業男子の勤続年数を比較してみると，日本は12・1年，韓国は4・9

年であり，著しい差異が観察される。
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　　　　　　　表4使用したデータの規模別観察，日本，1980年

　　　　　　　　　　　　　　男　子　　　　　　女子
　　　　　　　　　　　1000人～100～999人10～99人　1000人～100～999人　10解99人
きまって支給する給与　躍＊　（100円／月）2，281．1　1，921．9　　1，787．5　1，496．1　　1，172．3　1，048．8

所定内給与躍（100円／月）1，874．31，641．2 1，599，11，447．4　1，108．01，007．0

総実労働時問丑零　（時間／月）　191．2　205．7　213．7　161。8　189・4　194．4
所定内労働時間丑　（時間／月）　165，7　181．6　　193．5　157．9　　183。1　189．2
学歴別労働者構成　　　　（％）　　100．0　100．0　　100．0　　100．0　　100．0　　100．0

　　中卒以下　　　（％）　　42．8　45．9　　57．7　　25．7　　41．7　　48．1

　　高卒以上　　　 （％）　　57．2　54．1　　42．3　　74．3　　58．3　　51、9

学校卒業年令オS五　（歳）　　16，5　16．4　15．7　17．0　　16．4　16．1
外部経験年数EE　（年）　　7．9　11．2　　14．9　 13．1　　12．6　 15．6

勤続年数1E（年）　12，1　8．2　7．6　5．7　4．9　5．0
年　　　　　令五σE　（歳）　　36．5　35．8　　38．2　　35。8　　33．9　　36，7

職種経験年数OE　（年）　　10．4　8．8　　9．5　　6，4　　6，4　　6．7
注）標本に関する値。

一
N



一
ω

表5使用したデータの規模別観察，韓国・1985年

　　　　男　子
1000人一100削999人10飼99人

　　　　女　子
1000削　100～999人10～99人

泌
劣
劣
　
　
揚
轟
昭

与
与
額
間
間
成
下
上
令
数
数
令
数

嬬
鳥
鶴
籍
鐸
年
年
年

灘
内
隔
鵬
中
、
・
慧
続
鰍

瓶
尋
実
愚
　
校
部
　
種

き
所
月
総
所
学
　
　
学
外
勤
年
職

（100ウオン／月）2，975．1

（100ウオン／月）2，297。5

（100ウオン／月）

　（時間／月）

　（時間／月）

　　（％）

　　（％）

　　（％）

　　（歳）

　　（年）

　　（年）

　　（歳）

　　（年）

639．4

238，0

189．5

100．0

42．5

57．5

16，6

10．6

　4．9

32．1

　6．6

2，935．3

2，214．0

429，4

238，0

186．9

100．0

　58．0

　42．0

　16．0

　14．4

　3．5

　33。9

　6．6

2，367．7

1，990．2

194．4

225．5

190．9

100．0

　62．2

　37。8

　15．7

　15．0

　2．5

　33．2

　6．3

1，433．2

1，163。6

277．8

228．0

192．7

100．0

　59．9

　40．1

　16．1

　3．4

　2．3

　21．7

　3，2

1，515。3

1，248．0

206．6

236．3

197．8

100、0

　65。4

　34，6

　15．7

　6．2

　2．1

　24．0

　3．5

1，503．2

1y230，4

101．6

240．7

200．5

100．0

　75，3

　24．7

　14。9

　10．2

　1。7

　26．9

　3，9

注）　日本と同一職種範囲の標本に関する値・

醤
普
矯
冷
e
m
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拝
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　　　　　　　　　　　　　　　10）
　日本のほうが規模間賃金格差は大きい。1000人以上規模を10とした

10～99人規模の賃金格差を計算すると，下の表のようになる．女子の揚

　　　　　　　所定内給与　　　　　　きまって支給する給与

　　　　　　日本　　　韓国　　　　日本　　　韓国

　　　　男子…85．3　　　86．6　　　　78。5　　　79．6

　　　　女子…69．6　　　105．7　　　　70．1　　　104。9

　　　　　　　　　　　（101．6）　　　　　　（99．3）

合，韓国では小企業のほうが賃金はかえって高い．これには，小企業にお

ける女子の長い労働時間が関係しているかもしれない．そこで，時間当た

り賃金で計算した格差を括孤内に掲げた．所定内給与の揚合，僅かだが依

然として100％を超えている．

　より厳密な比較は規模間および国際間で共通な労働者構成を用いて行わ

なければならないが，上の発見は韓国の労働市揚のほうがわが国のそれよ

り流動的であることを示唆するものといえよう．

　（4）　労働市揚の流動性

　短い勤続年数や小さい規模間賃金格差が示すように，韓国の労働市揚は

より流動的である．もっと直接的な資料の一っは1年間の離職率の比較で

ある．1975～84年における日本の離職率は，石油危機後の不況を反映し

て14～15％と低い．近年における韓国のそれは55％前後であって，石

油危機以前のアメリカなみの水準である．

　もう一つ，勤続年数別にみた職種経験年数別労働者構成比のデータを掲

げておくことにしよう．表6は日本，表7は韓国である．まず日本につい

て勤続年数0年の列を見ると，大企業ほど職種経験年数1年以上の人々の

割合が小さい．これは，大企業で中途採用者が少ないことを意昧する．ま

た，1000人以上の規模では80％以上のものが対角線上にある．わが国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
の企業ではjob　rotationが盛んであるといわれるが，それは多くの場合

労働省の定義による同一職種の範囲内でのことである．同様な傾向は韓国

　　　　　　　　　　　　　　14



　　　　　　　　　　　　年功賃金の日韓比較

にも観察されるが，韓国のほうが中途採用者の受け入れ度合いは大きい．

二枚の表の比較から分かるが，韓国の1000人以上規模は日本の10～99

人，あるいは小企業と中企業の中間あたりに位置しているようである。

1▽．諸変数とモデル

表6　勤続年数別にみた職種経験年数別労働者構成比
　　男子（学歴計，年令計），日本，1980年　　　（％）

勤続年数（年）

職種
0 1解2 3’》4 5～9 10～

経験年数（年）

1，000人以上

0 90．0 3．0 0．8 0．6 0．4

1～2
2
．
3

84．8 3．0

1
．
6

1
．
2

3～4
1
．
7

3．6 82．3 3．6

1
．
6

5～9
2
．
7 3．9

6
．
5

87．2
6
．
0

10～ 3．3 4．7

7
．
4

7
．
0

90．8

合　計 100．0 100．0100．0100。0100．0

100～999人

　
2
4
9
　
計

0
～
～
解
創

　
1
3
5
1
0
合

74．9　　　3．1　　0，6　　　0．6　　0．5

5，5　　71．1　　　2．6　　　1．5　　　1．1

4、2　　　7。4　　71。7　　　3。0　　　1，6

7，4　　　8．3　　12．8　　77，6　　　5．1

8，0　　10．1　　12．3　　17，3　　91．7

100．0100，0100．0100，0100．0

10～99人

　
2
4
9
　
計

0
～
～
～
酎

　
1
3
5
1
0
合

56．0　　　2．8　　　0．3　　　0．2　　　0，1

　8。2　　56．4　　　1．6　　　0．4　　　0．4

　7．9　　　9．7　　59．1　　　1．5　　　0．7

11，4　　12．4　　】L6．0　　65。4　　　2．4

16．5　　18．7　　23，0　　32．5　　96．ヰ

100．0　100．0100．0100，0100．0

注）　母集団に関する値．
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　われわれが考慮する諸変数は次の通りである．

　（1）　企業規模（SZf）

　わが国には企業規模間に大きな支払能力格差があり，これが規模間に賃

金水準の格差や年令別賃金曲線の差異をっくりだす要因の一つとなってい

る．同様なことは韓国経済にっいても当てはまると思われる．また，使用

されるデータは母集団に復元する以前の標本であって，この抽出率は規模

　　　　　表7勤続年数別にみた職種経験年数別労働者構成比
　　　　　　　　男子（学歴計，年令計），韓国，1985年　　（％）

動続年数（年）

職種
0 1～2 3～4 5～9 10～

経験年数（年）

1，000人以上

0 63．5 8．4 0．5 0．3 0．2

1解2 12．9 62．6 3．2 0．9 0．6

3～4 11．5 16．6 69．0 3．6

1
．
4

5～9
8
．
6

8．8 19．5 81．6
1
．
9

10～ 3．5 3．6

7
．
8

13．6 95．8

合　計 100．0100．0 100．0100．0 100．0

100～999人

　　　　　0
　　　　　1＾プ2

　　　　　3～4

　　　　　5解9

　　　　　10餌

　　　　合　計

43．1　　　4．1　　　0。6　　　0．3　　　0．7

15．0　　41．2　　　3．3　　0．7　　0．6

18，3　　21，6　　49、0　　　3．ヰ　　　1．2

16，4　　21．8　　30。4　　67．1　　　2．2

　7．2　　11．4　　16．7　　28．4　　95．3

100．0100．0　100．0100．0　100．0

10～99人

　
2
4
9
　
計

0
～
～
～
～

　
1
3
5
1
0
合

33．2　　　4．0　　　0．3　　　0，3　　　0．0

16．2　　33．4　　　2．7　　　0．2　　　0．4

23．6　　25．3　　45．2　　　4．4　　　0．6

18。3　　24．4　　30．0　　63。4　　　3．4

8．7　　12。8　　21．9　　31．7　　95．6

100．0100．0100．0100．0100．O

注）　日本と同一職種範囲の母集団に関する値・

　　　　　　　　　16



　　　　　　　　　　　　年功賃金の日韓比較

や産業によって異なるから，これらの要因ごとに標本を区別するようなデ

ータ処理が必要である．これらの目的のために，ここではとりあえず規模

差を示すダミー変数を考慮した．

　　　SZユ……10～100人未満は1，他はO

　　　SZ2……100～1000人未満は1，他はO

　　　SZ3……1000人以上は1，他は0

　（2）学歴（EPJ）

　使用されるデータは職階（部長，課長，係長，職長等）を除く職種別デ

ータであり，短大卒や大学卒の全体にしめるウエイトは非常に小さい、そ

こで次のようなダミーを用いることにした。

　　　E．Z）1……中学卒以下は1，他はO

　　　E．02……高校卒以上は1，他はo

学歴と賃金との関係については二つの仮説がある・人的資本論によれば教

育によって労働者の生産力が高まり，それ’が高学歴者の高賃金をもたらす

ことになる．他方，教育は生産力を高める要因でなく，もともと能力があ

り，訓練しがいのある労働者を選別する手段として役立つだけだ，という

　　　　　　　　　　　　12）
主張（signaling仮説）もある。この場合も高学歴者は高い賃金を受け取

るので，われわれのモデルではこの二つの仮説を区別できない．

　（3）　年令（且σE）

　われわれのモデルでは，年令は年令別生活費の代理変数である・二人の

子供が高校卒業後就職すると仮定したと．きの標準世帯の理論生計費は40

歳後半でピークに達し，もし子供達が大学にまで進学するなら，ピーク年

令は50歳前半に現れるといわれている．企業内賃金構造に対する生活費

保障の効果を分析するために，理論生計費指数を説明変数として用いる方

法も考えられる．しかしこれは子供の進学レベルに依存して異なるので，

もしこれを利用するとするなら，いくつかのモデル・ケースを考えて，こ

　　　　　　　　　　　　　　　17
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れを加重平均するしかない．本稿では一種の簡便法として年令を用い，そ

の2次項まで考慮することにした．オリジナルのテープでは年令は1歳刻

みであり，65歳以上は65歳に一括してある，演算時間の短縮のため，

年令を次ぎの12階級に分け，各セルの実数値を用いることにした．

　　1．　　18歳未満

　　2．18～20歳未満

　　3．20～25歳未満

　　4．25～30歳未満

　　5．30～35歳未満

　　6．35－40歳未満

（4）　内部経験（認）

7．40～45歳未満

8．45～50歳未満

9．50～55歳未満

10．55～60歳未満

11。60～65歳未満

12．65歳以上

　人的資本論の一つの欠点は，人的資本の直接的な指標が存在しないこと

である．内部経験年数は勤続年数と同義であり，特殊人的資本の代理変数

として用いられる．もとより万全な指標とはいえないが，しかし考えうる

利用可能な諸指標のなかで最も優れたものといってよい．内部経験年数は

労働者が特定の企業に雇われてから調査対象期日までに勤続した年数をい

い，見習期間を含むが，休職期間は除外される．テープでは内部経験年数

は40年までは1年刻みであり，それ以上はすべて41年としてまとめら

れている．年令の揚合と同様の理由により，内部経験年数も12階級に分

け，各セルの実数値を用いることにした．

L
a
ふ
4
5
6

　　1年未満

1－2年未満

2～3年未満

3～5年未満

5～10年未満

10～15年未満

7
．

8
．

9
．

10．

11．

12。

15～20年未満

20～25年未満

25～30年未満

30～35年未満

35～40年未満

4σ年以上

18
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」（5）　職種経験年数（0瓜）

　これは労働者が現在従事している職種（システムエンジニアとか旋盤工

などのような）に対する経験年数を意味する．労働者の使用する機械・設

備はそれぞれの企業の置かれた条件によって変形される可能性があり，ま

たチームによる生産は特殊な人間関係を形成するから，一般的にいえぱ職

種経験はある程度の企業特殊性を含むと考えるべきであろう．しかしわれ

われの回帰モデルは，すでにのべたように，特殊人的資本の指標である内

部経験年数を同時に含んでいるので，職種経験年数の推定された効果から

は企業特殊的要素が除かれていると考えるのがよい．もっともこの要素が

どの程度除去されるかは，内部経験年数が特殊人的資本の指標としての役

割をどの程度果たしうるかに依存するであろう．

　職種経験年数は，調査対象期日現在の職種に過去において従事した年数

も，これを通算して加えている．しかし休職期間は除かれる．わが国では

職種経験年数を下記の5つの期間に分けて調査しているので，韓国につい

ても同様な方法を採用した，

　　　0E1……職種経験年数1年未満は1，他は0

　　　0E2……職種経験年数1～3年未満は1，他は0

　　　0E3……職種経験年数3～5年未満は1，他は0

　　　0E4……職種経験年数5～10年未満は1，他は0

　　　0E5……職種経験年数10年以上は1，他は0

　（6）　外部経験年数（EE）

　外部経験とは，現在就業している企業以外のところ（企業，家庭，ある

いは社会関係）で獲得した人的資本である．もしそれが特殊なもので，現

在の企業に通用しないなら，外部経験の効果はゼ・である．もしそれがゼ

・でないなら，外部経験のなかに他企業にも通用する一般的熟練部分が存

在することを意味する．回帰モデルが職種経験年数（0現）を含んでいる

　　　　　　　　　　　　　　　19
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揚合，外部経験の効果として測定されるものは，他企業で習得したr他職

種の熟練」の効果か，あるいは女子のように非労働力となる期間が介在す

る揚合には，いわゆるr人生経験」のような漢とした人的資本の効果をも

示すことになる．

　上記の女子の例が示唆するように，外部経験は必ずしも外部での「就業」

経験を意味するものではない．このようなものとしての外部経験年数は，

次のようにして求めることができる．年令（且σE）は最終学校卒業年令

（五SL），外部経験年数（EE），および内部経験年数（1E）の和であるから，

　　　11σE＝且SL十EE十認………………・……・………・…・一………（1）

これより

　　　EE＝且σE一且SL一餌…一…一・…9・………………・』……・・…（2）

として外部経験年数が算出できる．この変数についでも各セルの実数値を

用いた．

　（7）　労働時間（E）

　労働時間の長短は賃金水準に影響する要因の一つである．以下では労働

時間を説明変数に加える代わりに，時間当たり賃金を被説明変数とする回

帰モデルを考えた．

　われわれが整理したデータの一部を示すと表8のようである・要するに，

企業規模別，職種経験年数別，学歴別，勤続年数（内部経験年数）別，お

よび年令階級別に区画されたセルごとに，賃金，労働時間，年令，勤続年

数，外部経験年数を求め，企業規模，職種経験年数およぴ学歴については

ダミー変数を，他は実数値をもちいた．セルの数および標本数は下に示し

た通りである．

　　　　　　　　　　　セルの数　　　　　　　　標本数

　　　　　　　　　　男　　　女　　　　　　男　　　　　女

　　　　　日本……3，254　2，497　　　213，013　107，225
　　　　　韓国……2，158　1，497　　　155，437　n9，697

　　　　　　　　　　　　　　　20
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以下に示すように，本稿における回帰モデルはオ5Lに対応する学歴ダ

ミーを含んでいるので，五σE，EE，1Eの3変数を同時に考慮したモデル

を推定することはできない．なぜなら式（1）の制約が存在するからであ

る．そこで，回帰モデルとしては認とEEとを考慮した揚合（認・EE

モデルと呼ぶ）と，1Eと且σEとを考慮した揚合（1E磁CEモデルと

呼ぶ）の2通りを分析することにした．職種経験年数は式（1）の制約に

服さないから，どちらのモデルにもこれを含めてさしつかえない。

　賃金（P7）には所定内給与（単位は日本が100円，韓国が100ウオン）

を選んだ．それとの対応上，労働時間は所定内労働時間（単位は時間）で

ある．かくして回帰モデルは次式によってあたえられる。

　ZπW／E＝　α1十α2SZ2十α3SZ3

　　　　　＋価＋ω5SZ2＋α6SZ3｝・ED2

　　　　　＋｛α7＋α8SZ2＋αgSZ3｝・朋

　　　　　＋｛ω1。＋α、、SZ2＋α、2SZ3｝・EE2

　　　　　＋｛α13＋α、凋Z2＋α、58Z3｝・1E

　　　　　＋｛α、6＋α、7SZ2＋α、8SZ3｝・ZE2

　　　　　＋｛α19＋α2。SZ2＋α2、SZ3｝・OE2

　　　　　＋｛α22＋α23SZ2＋α24SZ3｝・OE3

　　　　　＋｛α25＋α26SZ2＋α27SZ3｝・OE4

　　　　　＋｛α28＋α2gSZ2＋α3。S73｝・OE5

　　　　　＋｛α3、＋α32SZ2＋α33SZ3｝・紹E

　　　　　＋｛α34＋α35SZ2＋ω36SZ3｝・且σE2…………（3）

　この式で且σEと五σE2の項を除いたのが1E・EEモデルであり，EE

とEE2の項を落としたのが擢岨6四モデルである．
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表8

企業規模経験年数　学歴

集計され’たデータの一例，1980年における日本の男子労働者

　　　　　　　　平　均平均所定平均総労平均所定内平均平均勤平均外部労働
勤続年数　年齢給与額内給与働時間労働時間年齢続年数経験年数者数

1000～　　1～3　1日小・新1｛1卒 2～3 　四18　1014．7

18～20　1188．2

20＾プ25　1495．5．

25～30　1921．8

30～35　2165，1

35～40　2124．7

40～45　2252．8

45＾げ50　1820．7

50～55　1544．8

55四60　1520，7

60～65　1387．9

65～　　　　901．5

861，3　　　　175．7

1028．8　　　　195．0

1236．1　　　201．3

1565．4　　　216．8

1761，7　　　208．0

1756。2　　　208。9

1942．1　　　　222．3

1513。1　　　　204．9

1373．7　　　　187．7

1344．6　　　　190。8

1287．2　　　　183．0

901．5　　　　149．0

165．0

171．8

174．7

184．3

179．0

179．0

194．0

179．4

171．4

178．8

174．0

149．0

17．0　　　2．0　　　　0．0

18．7　　　2．0　　　　　1。7

21。6　　2．0　　　　4，6

27．1　　2．0　　　10．1

31．8　　2．0　　　14．8

36，7　　　2．0　　　　19．7

41。4　　　2．0　　　　24．4

47．5　　　2．0　　　33．5

52．3　　　2．0　　　　38。3

57。3　　　2．0　　　　43，3

61．8　　　2．0　　　　47．8

66．0　　　2．0　　　　52．0

3
6
5
5
3
7
2
0
0
1
8
2

　
　
1
2
4
2
2
2
2
3

企業規模経験年数　　学歴　　勤続年数　　年齢

労働者数計　　222

平　均平均所定平均総労平均所定内平均平均勤平均外部労働
給与額内給与働時間労働時間年齢続年数経験年数者数

1000～　　1～3　1日小・新中卒 3～5 18～20　1197．5

20～25　1942，0

25～30　2139．0

30～35　2395，2

35ρ》40　2597．3

40川45　2298．0

45’｝50　1879．5

55〔ダ60　1659。0

967．5

1547．7

1768．7

1975。6

2226．3

1781．0

1604．5

1474．5

174．0

197．9

194。3

184。6

197．0

208．0

184，0

220。5

149．5

162．1

176．0

163．2

170．7

185．3

164．0

220，5

18．5

22．0

27．7

31．4

37．3

42．3

46．0

59．0

3
．
5

3
．
0

3．3

3．2

3．0
3
。
3

3．0

3．0

0，0

4．0

9．3

13．2

19．3

24．0

31．0

44．0

労働者数計　　27
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V　回帰方程式の推定結果

　前節までの議論を通じて，われわれは

まず最初にこの分析で用いられるデータ

の性質を吟味し，次いで日韓両国の労働

市揚の比較を試み，計量的分析で考慮さ

れる諸変数およぴ回帰モデルに関する説

明を行ってきた．

　以下では決定係数によってモデル相互

の優劣を比較検討し，それから推定結果

を提示することにしよう．

　（1）　モデル相互間の比較

　モデルの推定に使用されたデータは，

日韓両国とも同一職種範囲の標本である．

演算に要する時間を短縮するために，個

票そのものでなく，それを前節でのべた

ように整理したデータを用いることにし

た．このようなデータの集計が推定値に

及ぼす影響に関しては，本節の末尾で簡

単に触れることにする．

　推定は1E・1弼モデルと1E磁σEモ

デルについて行ったが，それぞれのモデ

ルのなかで諸変数の若干の組合せを試み

た．また年令（五θE）の代わりに学校卒

業後の経過年数（EE＋■E）を用いた揚
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表9　各種モデルにおける決定係数の日韓比較

規
模
ダ
ミ
ー

教
育
ダ
ミ
ー

外
部
経
験
年
数

内
部
経
験
年
数

卒
業
後
経
過
年
数

年
令

職
種
経
験
ダ
ミ
1

自由度調整済み決定係数（π2）

　日　　本

　子　　女　子

　　　韓　　　　国
職種　　　　日本と同一職種

　子　　女　子　　男　子　　女子

五　〇〇〇〇　　　　　　〇．7049　0，8319　05804　0．7192　0，5320　0，7087
B　O　O　O　O　　　　O　o。7532　0．8769　0．6104　0．7318　05555　0、7157
σ　○O　　　　O　　　　o．6973　0，6634　0、5161　0．5875　0．4876　0，6085
ヱ）　　O　　O　　　　　　　　　　O　　　　　　O　　　o．7817　　　　0．8466　　　　0。5972　　　　　0．7013　　　　0。5497　　　0。6887

E　　O　　O　　　　　　　　　　　　　⊂）　　　　　　o，7368　　　　0．6723　　　　0。6233　　　　05815　　　　05803　　　0，6259

F　　O　　O　　　　　　　　　　　　　　⊂）　　O　　　o．8147　　　　0．8508　　　　0．6700　　　　　0。7036　　　　0．6260　　　　0、7072

σ　　 ○　　O　　　　　　O　　O　　　　　　O　　　o．8119　　　　0，8683　　　　0。6262　　　　0．7406　　　　05775　　　0，7249

丑○○　　O　　O　O　o．8411　0，8733　0。6903　0。7466　0。6519　0．7452
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（213，013）（107，225）（364，060）（216，570）（1553437）（119，697）

注1）被説明変数は時間当り所定内給与の自然対数値（εog‘卿E）である．

　2）外部経験年数（EE），内部経験年数（1El），卒業後経過年数（EE＋E），年令（五σE）等はすぺて2次項まで考慮している・

　3）　（　）内の数字は回帰標本数を示す，

　4）　日本は1980年．輔国は1985年の決定係致である，

い
“
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合も考慮した．表9には各種モデルにおける自由度調整済み決定係数が示

してある．表のなかの○印はモデルで考慮された説明変数である・規模ダ

ミーや教育ダミーはどの揚合にも含まれている．ケース五および召で

は外部経験や内部経験が説明変数に用いられており，擢・EEモデルであ

ることがわかる．ケース0およぴDでは，外部経験年数と内部経験年

数とを加えて求めた卒業後の経過年数が含まれている、これは認・EEモ

デルの一種の変形といえる．ケースEおよびFは年令要因を導入した

揚合である．それぞれが職種経験ダミーを説明変数に含む揚合と含まぬ揚

合とに分かれており，この変数を考慮することによって決定係数は明らか

に高められている．ケースσはケース．Z）に内部経験年数を加えた場合

である．ケースEはケースFに同じく内部経験年数を加えた場合であ

り，これが1E磁（辺モデルに当たることがわかる．

　まず日本の男子についてみよう・職種経験ダミーを含むケースについて

比較すると，決定係数の大小関係は

　　　β＜Pくθ＜F＜H

の順である．次ぎに韓国の男子（日本と同一職種範囲）をみると

　　　1）＜B〈（穿＜F＜丑

となって，最初の2ケースで順位が逆転しているだけである・しかもD

とβとの差はごく僅かである．韓国については全職種の標本を用いた揚

合の推定結果も参考までに掲げておいた・決定係数の全体としての傾向は・

分析の範囲を日本と同一職種に限定したときと同じである．

　上記の事実は非常に興味深く思われる。第一に，ケースFとヶ一スB

との比較から分かるように，年令要因を外部経験や内部経験に分解しない

ほうが決定係数は大きい．第二に，同じくケースFとケースDとの比

較が示すように，卒業後経過年数を用いたときより年令を用いたときのほ

うが決定係数は大である．男子労働者の揚合，卒業後経過年数はほぼ就業

　　　　　　　　　　　　　　　25
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経験年数に等しい，J．Mincerは「生産性や収入に影響するものとして，

就業経験のほうが年令よりはるかに重要だという証拠がある」とのべてい
ユの

る、しかし日本および韓国のデータは年令のほうが就業経験より説明力が

大きいことを示している・後に指摘するつもりだが，時間当たり賃金に対

する影響力という点でも，年令は人的資本諸指標（教育，外部経験あるい

は内部経験）より重要である．第三に，上の不等号を全体としてながめる

なら，1E・EEモデル（ケース．8あるいはその変形であるDやθ）より

も1E岨θEモデル（ケース丑）のほうが良好な推定結果をあたえている

ことがわかる．

　モデルが卒業後経過年数や年令の2次項を含んでいる揚合，それらの構

成諸要因（外部経験，内部経験，さらには学校卒業年令）の間の交互作用

が考慮されることになるので，それぞれの構成要因をぱらばらに含めた揚

合より決定係数が高くなるのは当然である，と考えるかもしれない．しか

し2次項に現れる交互作用部分にはすぺて同一の係数が仮定されているか

ら，この場合の決定係数が一概に高くなるとはいえない．実際，韓国の男

子労働者の事例にみるように，ケースDはケースBより決定係数が低

くなっている，

　次に女子労働者の揚合をみよう．日本の決定係数の順序は

　　　1）＜17＜σ＜E＜β

であるが・韓国では（全職種の揚合も日本と同一職種範囲の揚合も）

　　ヱ）＜F＜β＜（ン〈E

となって，日本ではケースBが，韓国ではケースHがそれぞれ最高の

値をしめした・しかし日本の場合をよくみると，ケースBとケースπ

との間には極めて僅かな差異が認められるに過ぎない．韓国の揚合はケー

スHがケースBを上回るが，しかし男子の揚合ほどに顕著な決定係数

の差は存在しない．
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　以上の検討の結果をふまえて，表10および11に前掲の式（3）に基

づく推定結果を示した．表10－1は日本の男子，表10－2は日本の女子，

表11－1は韓国の男子，そして表11－2は韓国の女子に関する結果であ

る．これらの表における式（1）と式（2）はIE・EEモデルを，式（3）

と式（4）は招磁σEモデルを示す。式（5）は擢・EEモデルの変形で，

参考までに掲げておいた。

　（2）個別データと集計データ

　わが国に関して，同一のモデルを個別データで推定した揚合と集計デー

タで推定した場合との比較が，表12－1および12－2に示してある．こ

れによれば，自由度調整済み決定係数は集計データを用いたときのほうが

大きい．しかしこの揚合推定の標準誤差は大きくなり，卯α」膨は小さく

なる．したがって，例えば表12－1における1E・EEモデルのパラメー

ターα5の推定値のように，個別データでは統計的に有意だが，集計デー

タでは有意でなくなる揚合も生じる．また表12－2の1E・1弼モデルで

は，α3の推定値のように，個別データでは正でかつ統計的に有意であっ

た係数推定値が集計データでは負で有意でなくなる，といった揚合もある。

しかしか槻」惚が大きいケースをみると，パラメーター推定値は個別デ

ータと集計データの間でかなり近い値を示していることが観察されよう・

27



N
Q
o

表10－1モデルの推定結果，日本の男子労働者，1980年 標本数213，013
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表10－2モデルの推定結果， 日本の女子労働者，1980年 標本数107，225
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表11－1モデルの推定結果，韓国の男子労働者・1985年 標本数155，437
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表11－2　モデルの推定結果，韓国の女子労働者，1985年 標本数119，697
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表12－1個別データと集計データとの間の推定結果の比較・ 日本の男子労働者，1980年
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表12－2個別データと集計データとの間の推定結果の比較， 日本の女子労働者，1980年
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VI推定結果を用いた分析

　（1）1E・EEモデルによる接近

　まず最初に熟練仮説を用いて企業内賃金構造への接近を試みよう．した

がって使用されるモデルは認・EIEモデルである．図2および図3には，

日本と韓国のそれぞれについて，男子労働者の外部経験プロファイルと内

部経験プ・ファイルとを規模別に描いた．破線は職種経験の効果が未分離

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
な揚合を，実線はその効果を除去した場合を示す．各国とも職種経験の効

果を除去すると，賃金曲線が下方ヘシフトすることが観察される．これは

特に内部経験プ・ファイルにかんして顕著であり，職種経験年数を説明変

数として含まない従来の分析では，企業特殊的熟練の効果が過大視されて

いたことになる．

　実線で比較するなら，日本の場合，大企業の内部経験プ・ファィルは小

企業のそれの上側に位置している・韓国の揚合も，平均勤続年数（表2に

よれぱ　5年に充たない）から判断して，大部分の労働者が含まれると、思

われる勤続年数25年未満では，やはり大企業の曲線が小企業のそれの上

側にある・これは，大企業ほど特殊的熟練により多く依存していることを

意味する・他方，外部経験プ・ファイルをみると，日本では大企業の曲線

が上側に位置するが，韓国では小企業が上側にある．つまり韓国の揚合と

異なり，日本では大企業のほうが小企業より労働者の外部経験を大きく評

価する傾向にある．

　内部経験と外部経験との間の関係をもう少し詳しくみることにしよう．

回帰モデルのうちこの二つの変数に関連する部分を取り上げると，次式の

ようである．

　　　厩例E＝α朋＋βEE2＋7認＋δIE2　　　　…………（4）
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図2　外部経験（EE）およぴ内部経験（1E）の時間当り賃金に及ぼす効果，男子労画者，日本（1980年）
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図3　外部経験（EE）および内部経験（1E）の時間当り賃金に及ぼす効果，男子労働者，韓国（1985年）
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　　　　　　　　　　　年功賃金の日韓比較

同一の時間当たり賃金をもたらすEEとIE　の関係は等賃金曲線で表現

することができる．この曲線の傾斜を求めるために上式を全微分して

　　dZ帽71π＝｛（α＋2βEE）dEE＋（γ＋2δ1E）dIE｝π117－o

　これより傾斜の絶対値は　　　　　　　　　　　　　　…………（5）

　　　謄卜溜器

で示される．もしこれが1に等しいならZEとEEとは等価交換，もし

傾斜の絶対値が1より大ならIEに比してEEが低評価されていること
　　　　のを意味する（この点がポイントであるから，代替の弾力性より限界代替率

のほうが私の分析目的にとって都合がよい）、

　日韓両国について，男女別・規模別に擢やEEの平均値のところで

限界代替率を計算したのが，表13である。日本の女子の10～99人では

上式の分子と分母が負になるので，結果を省略した。限界代替率はすぺて

1より大である．これは，一定の時間当たり賃金を維持するには，内部経

験の1単位の減少に対して外部経験が1単位以上増加しなければならない

ことを意味しており，外部経験が相対的に低評価されていることを示す・

どちらの国でも，男子より
　　　　　　　　　　　　　表13　外部経験（EE）の内部経験（1E）
女子のほうが限界代替率が　　　　　　に対する限界代替率

大きい．女子の外部経験が

非労働力期間を多く含む事

実を考慮すれぱ．当然のこ

とといえよう．

　日本の男子についてみる

と，大企業のほうが小企業

より限界代替率が小さい．

日　本　　韓　国
（1980）　（1985）

男　子　10～99人
　　　　1000人以上

女子10～99人
　　　　1000人以上

1，508　　　　　1．466

1．242　　　　　2．103

－　　　　5。324

3．600　　　　　2．574

波）　限界代替率は各国の各規模におけるEEおよぴ1君
　の平均値を用いて計算してある。使用した回帰方程式は

　褒10およぴ11の式（2）である。

この事実は，外部経験が大企業においてより高く評価されていることを意
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味する・あるいは，大企業では小企業より外部経験が割高（逆に内部経験

が割安）である，といってもよい．韓国の男子にはこれと反対の事実が発

見される・つまり，この国の大企業では小企業に比して外部経験が割安で，

内部経験が割高になっている，また，男子大企業労働者の限界代替率を日

韓の間で比較すると，日本のほうが内部経験は割安である．

　われわれは第皿節で韓国の労働市揚が日本のそれよりも流動的であるこ

とを確認した。流動的な市揚をもった国のほうが外部経験を高く評価する

のではないかとの予想は，1000人以上規模の男子労働者については妥当

しない。日本の限界代替率は1．242であるが，韓国はそれより高く2．103

だからである・これと同じことは，日本の規模間比較からもいえる．流動

的な市場に直面する小企業（10～99人）の限界代替率は，閉鎖的労働市

揚をもつ大企業（1000人以上）のそれより大きい．これらの事実は，内

部経験に対する外部経験の相対評価が企業の直面する外部労働市揚の流動

表　14　高校以上卒業者の平均的属性 （単位＝年または歳）

　　　　日本（1980）　　　　　　　　韓国（1985）

　一一　　　　　　一一規模計　1000人～　10’一99人　規模計　1000人～　10－99人

男　子

　外部経験年数

　内部経験年数

　年　　　齢
　職種経験年数

女　子

　外部経験年数

　内部経験年数

年　　　齢
職種経験年数

7
．
2

6
．
8

32．5

8．0

8
．
8

4．3

31，4
5
．
7

4．4

9．2

32。1
9
，
0

10．3
5
．
0

33，4
5
，
8

9．6

5．8

33．8
7
．
9

9
．
1

4，1

31。6
5
．
8

8．6

3．7

30．7
5
。
7

2
。
4

2
．
3

22．9
3
．
2

7
．
4

4．2

29．9
5
．
7

2
．
0

2
．
3

22．4
3
，
1

11．1
2
。
3

31．6
5
．
8

4．4

1
．
9

24．5

3．3

注）　標本に関する値・韓国は日本と同一職種範囲に限定されている，

性のみによって一義的に決定されるものでないことを示唆している．もし
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内部労働市揚が十分に発達し，内部経験の供給者が増えるなら・換言すれ

ぱ内部経験の希少性が緩和されるなら，内部経験の外部経験に対する相対

評価（これが限界代替率にひとしい）は低下するであろう．

　最後に，1四・EEモデルによって，企業内賃金構造に対する諸要因の寄

与率をみてみよう．ここでは中卒者の初任給を基準とし，高校以上の学歴

をもった労働者の賃金がそれから示す乖離部分を，回帰モデルで考慮した

要因に分解した．高校以上卒業者の平均的属性は表14の通りである。表

15には，男子労働者に関する分解の結果を掲げた・小企業と大企業とで

は，要因の重要性が異なる．日本の小企業では職種経験年数の寄与が一番

大きい。韓国では外部経験のウエイトが最大である．他方，大企業につい

てみると，日本では内部経験，韓国では外部経験の寄与が，それぞれ大き

い。

　どちらの国をみても，内部経験の寄与率は大企業のほうが小企業より大

である．しかし韓国
　　　　　　　　　　　　　表15　中卒者初任給からの乖離に対する
の賃金構造はわが国　　　　　　　諸要因の寄与，男子労働者　（単位：％）

のそれに比して内部

経験に依存する度合

いが低く，外部経験

への依存度が高い。

流動的な労働市揚で

は，表14が示すよ

うに，内部経験年数

や職種経験年数が短

くなる一方，外部経

験年数が長くなる，

　日本（1980）　　　韓国（1985）

　　　　　　　　　　10～99人　1000人～　10創99人　1000人～

育
験
験
験
計

　
経
経
経

論
離
合

21．6

26，1

10．9

41．5

100．0

22．8

14．6

36。0

26．5

100．0

22．0

41．6

　5。7

30．7

100．0

23．7

28．8

23．8

23．7

100．0

注1）利用した推定式は表10－1およぴ衷11－1の式（2）である．
　2）　中卒者初任給はEP2＝0，E＝O，EE＝0，0E2＝OE8二〇E4
　　躍OE5＝0として求められる．それと比較される賃金は・商卒
　　以上の学歴をもつ平均的属性の労働者の賃金である．平均的

　　属性は表質に示してある．
　3）寄与の構成比は10g¢研1Eに関するもの，四捨五入のため，

　　合計が100。0になbない場合もある。

韓国における外部経験への高い依存度は，労働市場のこの流動性を反映し
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たものといえる。

　女子について同じような計算を行った結果は，表16に示してある．こ

　　表16中卒者初任給からの乖離に対する　　　　の計算結果によれぱ，
　　　　　諸要因の寄与，女子労働者　（単位：％）

　日本（1980）　　　韓国（1985）
　　み　　　　　　　　　10～99人　1000人～　10～99人　1000人解

教　育　48．5　　22．4
外部経験　　一7・7　　26．7

内部経験　　一6，3　　　31，9

職種経験　65．5　　19．0

合計100．0100．0

55．4　　　　　65．4

8．7　　　10．4

10．8　　　　　26．8

25．1　　　　－2，5

100．0　　　100，0

注）利用した推定式は表10－2およぴ表11－2の式（2）である．

　その他の注は前表をみよ．

日本の10～99人に

おける外部経験や内

部経験の効果はマイ

ナスであった。同様

なことは，韓国の

1000人以上におけ

る職種経験の効果に

もいえる．結果は不

満足なものだが，わが国の小企業では教育や職種経験が，また大企業では

内部経験や外部経験が，それぞれ重要である．韓国では，規模のいかんを

問わず，教育の効果が最も大きい。規模間で比べると，職種経験の効果は

小企業で大きく，内部経験の効果は大企業で大きく現れる．

　（2）辺・且σEモデルによる接近

　われわれはZE・EEモデルよりもZ1いオσEモデルを優先させたい．

その理由は，表9に関連した議論ですでに指摘したように，E・EEモデ

ルやその変形モデルよりも年令そのものを説明変数に用いたモデルのほう

が，自由度調整済み決定係数が高くなるからである．試みた若干のケース

のなかで，特に認・4σEモデルは一番高い決定係数をあたえた．これ

らの事実は，年令がそれを構成する人的資本要因に還元することのできな

い別個の経済学的意味を持っていることを示唆するものである．

　この点をもう少レ詳しく検討してみよう。図4には，1E・孟θEモデル

から計算した年令プ・ファイル（且σE）と内部経験プ・ファイル（擢）と

が，実線で描いてある・また辺・EEモデルから計算した内部経験プ・
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表17中卒就職者が45歳のときの時間当り賃金・
　　1000人以上企業，男子労働者

　　　　　日本（1980年，百円）

EE　IE　　EEの効果1Eの効果　　積

韓国（1985年，百ウォン）

EEの効果Eの効果　　積

0
ζ
」
0
岬
D
O
F
D
O

　
　
1
ー
ワ
臼
2
3

0
く
》
0
5
0
戸
D
O

3
2
2
1
1

1，00

1．11

1．21

1．29

1．33

1．33

1．30

1．72

1．65

1．56

1．44

1，30

1．15

1．00

1．72

1，83

1．89

1．86

1。73

1．53

1．30

1．00

1．15

1．28

1．38

1．44

1．44

1．39

2．08

1．98

1．83

1．65

1．43

1．21

1，00

2，08

2．27

2．34

2．27

2．05

1’74

1，39

注）　裏10－1および表11－1の式（2）を利用，

ファィル（招＊）と外部経験プ・ファイル（EE＊）も，破線で図のなかに

同時に描いておいた．これによれば，年令を人的資本の諸指標に分解した

場合，個々の指標（内部経験年数や外部経験年数）が説明する賃金の変化

は非常に小さい．それに対して，年令で説明される賃金の変化は大幅であ

る．

　表17に示した数字は，中学校卒業者（15才）が45才になったとき

の時間当たり賃金を，外部経験（EE）と内部経験（IE）の色々な組合せ

の合成効果として計算したものである。単位をそれぞれ100円あるいは

100ウオンとして，最大の時間当たり賃金は日本の場合が1，89，韓国が

2．34である．1E＝EE＝0としたときの時間当たり賃金は1．00であるか
16）

ら，最低と最高との間にみられる賃金の変化の幅はそれぞれ0．89あるい

は1・34にすぎない．しかし図4の年令別賃金曲線からは，15才と40な

いし45才との間に日本で約2，5，・韓国で約3．5の格差がみられる・この

ように，人的資本要因で説明される賃金部分の変化は小さく，年令で説明

される部分の変化は大きい．この事実から，年令は外部経験や内部経験の

効果の単なる和で表しえない固有の作用を企業内賃金構造に及ぼしている
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といえよう．

　それでは，年令に固有の作用とはなんであろうか・すでに述べたように，

理論生計費指数は年令とともに変化する．もし年令を生計費の代理変数と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）
読むなら，招・且σEモデルは生活費保障仮説を表したものと解釈できる・

この仮説は企業内賃金構造の男女間における差異を非常にうまく説明でき

る．年令別生活費を保障する必要があるのは，世帯主たる男子労働者に対

してであって，家計補助的な女子労働者に対してではないからである．平

均的な世帯規模の労働者を考えれば，少なくとも労働供給サイドからみる

限り，かれの生活費はかれが大企業に就業するか否かによって相違するは

ずのものではない．しかし企業の支払能力が規模間で異なるので，年令別

賃金カーブも規模間で違った姿をとるようになる．この事実は生活費保障

仮説を否定する材料としてより，賃金が需要要因と供給要因との相互作用

のなかで決定されることを示す証拠と考えたほうがよい．

　また，図4によれぱ，内部経験（企業勤続年数）は賃金に対して極く僅
　　　　　　　　　　　　　　18）
かな格差をもたらしているにすぎない．一般に勤続年数別賃金格差は労働

者を企業内に定着させる機能を果たすものと考えられているが，図4に示

された程度の格差で，この役割を十分に全うしうるとは思えない・しかし，

労働者を企業に定着させるのは勤続年数別賃金格差だけではなかろう・年

令別賃金曲線を他企業より高く設定することも，労働者に対してより高い

生活水準の期待をあたえ，かれらを企業内に引き留める効果をもつ．

　1E・∠GEモデルによる企業内賃金の要因分析の結果を，表18および

19に掲げた．表18は男子労働者に関するものである．日本・韓国とも

に中学卒業者の初任給を基準とし，高校卒以上の学歴をもつ平均的属性の

労働者の賃金が中卒者初任給から示す乖離部分を，諸要因の効果に分解し

た．この方法は前掲の表15および16の揚合と同じである．高校卒以上

の学歴をもつ労働者の平均的属性は，表14に示してある。
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表18　中卒者初任給からの乖離に対する
　　諸要因の寄与，男子労働者　　（単位％）

　日本（1980）　　　韓国（1985）

　　　　　　 　　10～99人　1000人～　10～99人　1000人～

教　育　12．6
内部経験　2，8

年　齢　65．9
職種経験　　18．7

合　計100、0

12．6

9．7

62．7

15．0

100．O

13．0　　　　　　12．1

2．3　　 9．3

59．7　　　　　68．0

25．0　　　　　10．6

100，0　　100．0

注1）　利用した推定式は表10－1およぴ衷11－1の式（4）てある．

2）　中卒者初任給はED2＝0，1E＝0，0E2＝OE3＝OE4＝OE5
　＝0，4σE＝15として求められる，それと比較される賃金は，

　高卒以上の学歴をもつ平均的属性の労働者の賃金である。平均

　的属性は表14の通り．
3）　寄与の構成比は1096ル7Eに関するもの，四捨五入のため，

　合計が100．0にならない場合もある。

　表19　中卒者初任給からの乖離に対する
　　　諸要因の寄与・女子労働者　　（単位％）

　日本（1980）　　　　韓国（1985）

　　　　　　 　へ10’》99人　1000人～　10～99人　1000人～

教　育　45．1
内部経験　　一3。6

年　齢　74
職種経験　　5L1

合　計100・0

20．1　　　　　　46．0　　　　　45．0

27．1　　　　　　　8．3　　　　　15．9

40．5　　　　　　23，7　　　　　44．4

12．3　　　　　　22．0　　　　　－5，3

100．0　　100．0　　100，0

注）利用した推定式は表10－2およぴ表11－2の式（4）である、

　その他の注は前表をみよ，

表18によれば，

日本も韓国も年令の

効果が大きい．どの

規模をとっても60

％あるいはそれを超

える寄与率であり，

両国に共通性が認め

られる．われわれの

回帰モデルは内部経

験の他に職種経験を

説明変数に含んでい

る，したがって年令

の効果はこれらの要

因の作用を除去した

もので，従来の分析

に比べればより純粋

な効果が検出されて

いることになる．職

種経験を含まないモ

デルの揚合は，年令

上昇の効果と職種経験上昇の効果とが重なってしまい，これが年令要因に

固有な作用を議論するうえでの障害になっていた．しかし，本稿のモデル

では職種経験の影響が除かれている．それゆえ，なぜ年令とともに賃金が

上昇するのか，何らかの適切な説明方法を発見することが必要である，

私は二の現象を年令別生活費保障の観点から理解したい。もっと良い仮

説が他にあるかもしれないが，しかし生活費保障仮説は，既存の諸仮説の
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なかで，発見された現象に最も良くフィットしているように思える．その

上この仮説は，前記のように，年令別賃金の男女間における差異を簡単に

説明できる．これも生活費保障仮説の大きなメリットといえるであろう．

　表18によれぱ，日本でも韓国でも教育の効果は12～13％程度であり，

概して小さい．日韓に共通な事実として，職種経験の寄与が小企業で大き

く，内部経験の寄与が大企業で大きいことが確認される．企業規模間にお

ける内部市場の発達の違いが，この差異をもたらしたと考えられる．しか

しながら内部経験の企業内賃金構造に及ぼす影響は大きなものでない．日

本では大企業で9．7％，韓国では9，3％にすぎない．われわれ’は内部経験

を特殊人的資本の指標と考えるので，この要因に強く依存する仮説には賛

成できない．長期にわたる勤続期間（したがって労働の準固定性）に関し

ては，質に関する情報が不十分な労働者の適性を見抜き，適材適所の人員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
配置を実現するための選別過程という解釈もありうる．内部経験と賃金と

の相関は，この仮説からも導くことができよう．しかし上と同様の理由で，

この立場にも強い支持を与えるのは難しい．

　表19は女子労働者の賃金に関する分析結果である．ここでも高校以上

の学歴をもった労働者の平均的属性として，表14に掲げた女子労働者に

関する数字を利用した．予想されるように，男子に比ぺて年令要因の寄与

は小さい．大企業の揚合でも，中卒者初任給からの乖離部分の約60％は

各種の人的資本指標の効果に帰着できる．先の表16の場合と同様に，日

本の10～99人の内部経験の効果と，韓国の1000人以上の職種経験の効

果は，ともにマイナスである，日本の小企業では教育や職種経験が，大企

業では年令や内部経験が，それぞれ’重要である．韓国では，どの規模でも

教育の効果が大きい．大企業では，それに次いで年令効果のウエイトが大

であった．
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孤　分析結果の要約とその含意

　男子労働者の企業内賃金構造に関する日韓比較によれば，次のような共

通した事実が発見された．第一に，年令それ自体を考慮したモデルは，内

部経験と外部経験とを別々に考慮したモデルよりも高い決定係数を与える・

第二に，年令要因が企業内賃金構造に及ぼす効果は，内部経験と外部経験

とが個別に及ぼす効果の和よりも大きい．これらの事実は，年令がそれを

構成する人的資本諸指標と異なった働きを企業内で演じていることを，示

唆するものといえよう。

　本稿では，このような年令要因の作用を生活費保障仮説の観点から解釈

しだ．この解釈は，われわれのモデルが説明変数の一つに職種経験年数を

含み，年令効果と職種経験の効果とが分離されているために，従来の分析

の揚合よりも受け入れ易くなっていると思う・しかし，年令を加えるとと

もに蓄積される人生経験の効果は，依然として未分離である．いわゆる

r年功」には，この漢とした経験の作用も含まれる・だが，50才前後から

低下し始める年令別賃金の動きを，この要因と関連づけて説明するのは難

しい．なぜなら，人生経験が50才辺りを境にその効力を失うとは思えな

いからである，

　回帰分析に基づいて賃金構造を諸要因に分解した結果によれぱ・高校卒

以上の学歴をもつ平均的属性の男子労働者の賃金が中卒者初任給から示す

乖離部分の60％以上は，日韓両国において，年令要因（したがって生活

費保障）に帰着させることができる，これに対して，内部経験の寄与率は

日韓ともに大企業で10％前後，小企業では2－3％にすぎない．それゆ

え企業勤続年数あるいは特殊人的資本の作用に強く依存する仮説は，事実

から離れているといわざるをえない。
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　一人の男子労働者の賃金が彼を含む家族全員を扶養するに十分なもので

なけれぱならない，とする考えが成立したのは，産業革命期以降であると

　　　　20）
いわれている．農業が中心の社会では，家族の中で働ける者すぺてがなん

らかの形で生産的な仕事に従事していた．ここからは，一人の男子の働き

で家族全員が養われるという考えは発生しにくい．したがってファミリ・

ウエイジ（夫たる者の賃金は家族を扶養するに足る額であるを要する）と

いう観念の形成は，工揚制度の発達や，女子は本来家庭の中に留まるべき

だとする思想の台頭とも密接に関連していたといってよい．

　年令別生活費保障はファミリ・ウエイジの観念をより一層徹底させたも

のである．結婚し，子供が生まれ，かれらが成長するにつれて，家族を養

うに必要な費用は変化する．したがってファミリ・ウエイジは一般的にい

えば年令の関数である．荒井一博が示唆したように，もし若年者が産出し

た付加価値の一部を削って高年令者に移転するなら，年令階級ごとに異な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）
る生活費の必要額を，一定の付加価値の下で充たすことができよう．若い

世代と高年令世代とで生産力に全く差異がなくても，世代間で所得の移転

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
が行われるなら，年令別に傾斜した賃金カーブが発生しうる．

　年功賃金の形成期といわれる大正年代は，わが国の産業構造が多分に女

子労働依存型の軽工業から男子労働依存型の重工業へ向けてシフトしつつ

あった時代でもある．この変化の時期に，ファミリ・ウエイジという考え

が次第に強さを増したとしても不思議はない．年若い女工の揚合なら，い

わゆる単身者賃金の支給で十分であるが，一家の生計を担う男子労働者に

対しては，世帯の形成と扶養すべき家族の増加とに見合う賃金の支給が不

可欠であろう．このように，重工業の発達に伴う男子労働者の増大は，新

たに家長を対象とした労務管理の必要性を高めたといってよい．職員に対

しては，早い時期から年功的昇進に基づく手当ての上昇が存在したと考え

られている．その起源を歴史的に遡れば，江戸時代における商家の経営に
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たどりつくに違いない・したがって問題は，職員のみでなく工員（ブルー

カラー）にも年令別賃金が適用されるようになった背景が何であったかで

ある・重工業を中心とした産業構造のシフトは，無視しえない重要な要因

であったと思われる．

　しかしながら，重工業化や男子労働者の増加はわが国に固有の現象では

なく・工業化を達成した国に共通して観察できる傾向である．この事実

は，一面において，男子労働者の賃金がどこの国でも生活費保障的機能を

果たさねばならぬことを示すが，賃金構造の設定については選択の余地が

ある・極端な事例として，年令の如何にかかわらず一家を養うに必要な一

定の賃金を支払う揚合もあるし，最初は単身者賃金を支給し，年令ととも

に加給する揚合もある．更に，年令に伴う加給を比較的早い時期で打ち切

るケースや，50才前後に定年年令を定め，それまで連続的に賃金を高め

るケースもある・後者の場合（定年までの連続的上昇），終身雇用制と退

職金制度とを結び付けるなら，生涯にわたる一家まるごとの生活保障にな

ろう．

　わが国の企業は，大正年代の後半に，どうして生涯にわたる生活保障と

も称すぺき賃金体系を選択したのだろうか．1917年の・シヤ革命と，こ

れを契機とする労働組合運動の高揚とを抜きにして，この疑問に答えるこ

とは不可能であろう・当時の経営者の最大の関心事が，激しさを増しつつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のあった組合運動から労働者を隔離することにあったことは確かである．か

れらの生活上の必要を充たし，その不安を除くことによって，労働者の思

　　　　　　　　　　　　　　　　　の
想の穏健化を計ることが急務と考えられた．江戸時代の商家の経営に起源

をもつ家族主義的管理が今一度呼び戻され，近代的資本主義企業の労務管

理を支える理念として積極的に活用されたのである．間宏は次のように述
　　25）
べている．

　　r労務管理のうえにたつイデオ・ギーとして経営家族主義が叫ばれた．
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　　これは基本的には労働運動に対応し，従業員の企業帰属意識を高める

　　ことを主眼としていた．」

　年功賃金は経営家族主義の具体的な現れの一つと思われるが，それを経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）
済的合理性と矛盾するものと考えるのは適切でない・従業員を労働運動か

ら遮断し，紛争を未然に防ごうとすること自体，合理性に根差した判断で

ある，不安定な労使関係は正常な経営活動を損ない，企業目的の達成を困

難にする．したがって紛争の極小化con且ict　minimization　lよ経営にとっ

て欠くことのできない条件である．その上，年令別に傾斜した賃金構造の

形成は，労働者に対してより高い生活水準への見通しを与え，かれらの関

心を企業の存続と発展とに向けることによって，モラールを高めるよう作

用するかもしれない．高賃金経済というと，賃金の上昇が栄養価の高い食

事・十分な休、臼、等を通じて生産力を上昇させる効果を指すが，紛争を未然

に防ぎ，労使関係を安定させ，企業忠誠心を刺激する作用も，広い意味で

の高賃金経済に含めて差し支えなかろう・更に，若年労働者のウエイトの

高い経済では，年令別に傾斜した賃金によって労務費が節約されるかもし

れない．

　韓国経済においても，年令別賃金格差はわが国の揚合と同じ機能を果た

していると思われる．しかしその形成過程の説明に際しては，日本による

韓国の植民地化という事実を無視することはできない．年功的な賃金体系

は，当然，この国の職揚にも持ち込まれたはずだからである，しかし，戦

前においては韓国民に対する差別が支配し，彼らは年功賃金体系の範囲外

　　　　　　　　　　27）
に置かれたといわれている．したがって韓国労働者が年功賃金の適用を受

け，彼らの間にこの制度が定藩したのは，戦後の成長過程においてである・

　年令別の生活費保障は日韓両国の企業内賃金構造に共通して見られるが，

これはより広範な国々にも妥当する賃金体系の思想であろうか・ごく間接

的な証拠にすぎないが，若干の先進諸国について世帯主の年令別に消費支
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出を追ってみると，年功カーブに似た曲線が観察できる．また，イギリス

の賃金に勤続年数と年令とを説明変数とする回帰モデルを適用すると，非

　　　　　　　　　　28）
常に高い決定係数がえられる．この推定結果を用いて年令要因の寄与率を

求めると，生産労働者についても事務労働者についても80％以上に達す

る．もとより，これらの事実は年令別生活費保障を主張する十分な根拠と

はいえない．しかし，ここで強調しておきたい点は，厳密な職務給制度の

採用が生活費保障仮説の否定を必ずしも意味しないことである．その運

用次第では，職務給制度の下でも年令に見合った生活費の保障は可能であ

る．

　最後に，この仮説から導かれる政策的含意に触れておこう．生活費保障

仮説によれば，生活費負担の軽減した高齢者の賃金が減少するのは，年功

賃金の論理にむしろ合致した姿である．これはいささか極端な主張のよう

にみえるが，実はそうでない．年令別賃金は50才前後から減少しはじめ

ており，事実として既にライフサイクルに応じた変化をみせている，問題

は減額をどこまで認めるか，それを賃金体系の中に制度として組み込むか

どうかである．

　高齢者の処遇にはいく通りかの方法があるが，定年延長や勤務延長等の

揚合，延長後に“賃金がダウンしない”とする企業や，“定期昇給あり”

とする企業がかなり多い，しかし，しばしば指摘されるように，この賃金

体系が高齢者の雇用を困難ならしめている一因である．今後，わが国では

内需依存型の産業構造に向けて大きな変化が予想されており，この過程で

は労働力人口の高齢化とも重なって，高年齢者の雇用問題が重要性を増す

ものと考えられる．彼らの雇用がどの程度確保されるかは，年令別賃金曲

線を労働者自身がどこまで割り切って考えられるかに，多分に依存してい

るといえよう．
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1）小池和男は，小池1966のなかで，早い時期に年功賃金の国際的共通性を強

　調した（特にp．130）．最近の研究としては，例えば小池1981あるいはSh1一

　mada，H。1981などがある．

2）広い意味ではチーティング仮説もこの中に入る・インセンティブを論じた別

　の例としてPencavel，J，H，1977も指摘できる、かれは，出来高で支払われ

　る作業の生産関数が労働時間ばかりでなく，労働者の努力の大きさにも依存す

　ると想定した．しかしこの論文は直接年功賃金を扱ったものではない，

3）小野旭1987．

4）隅谷三喜男は韓国の年令別賃金の成立根拠をr低賃金と生活費をまかなう賃

　金」，つまり年令別生活費保障に求めた（隅谷1976p。93）。他方，小池和男

　は熟練形成の視点から韓国の年令別賃金を論じている（小池1980）。この二っ

　の視点を評価するのが，本稿の目的である。

5）　しかし，韓国の揚合はこれと逆であった．興味深いことに，この国では標本

　の抽出が中企業と大企業とに集中している・この事実は，すぐ後の表2で見る

　ように，男子の賃金水準に反映されている．

6）韓国の賃金構造調査からは，結婚状態や技能資格別にも情報が得られる・こ

　れらは日本の賃金構造調査では利用できない、

7）21歳から始まる30か月の兵役義務について・隅谷三喜男は次のように述

　ぺている．r使用者としてみれば，コストをかけて技能を教えこんでも・役に

　立っころになれぱ軍隊にとられ，兵役が終っても元の企業に帰ってくる可能性

　はあまりないので，いきおい技能訓練には力を注ぐ気にならない、」（隅谷1976

　pp．53－54）　この指摘は，兵役義務自体が勤続年数を短くする要因であると同

　時に，元の企業に必ずしも戻ってこないために，更に勤続年数を短くする作用

　があることを意味する．

8）職種経験年数は，1年未満を0・5年，1年以上3年未満を2年，3年以上

　5年未満を4年，5年以上10年未満を7・5年，10年以上を15年とし，そ

　れぞれに労働者のウエイトを乗じて計算した．

9）隅谷三喜男1976p．97。

10）隅谷三喜男は，1967年およぴ1970年のデータに基づき，韓国には大きな

　規模間賃金格差があると述ぺている（隅谷1976p・76）・しかし小池和男によ

　れば，規模間絡差は1967～77年の間にかなり縮小したようである（小池1980
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　　P．93）．

11）lob　rotationを熟練形成の視点のみから解釈するのは疑間である，雇用職業

　総合研究所の調査によれば，熟練形成とほぼ同じぐらいのウエイトで，r本人

　　の能力や適性上見合った持ち揚への移動」つまり適材適所の人材配置が指摘さ

　れている（雇用職業総合研究所1982）・労働者個’々人の能力を見定めたり，マ

　　ンネリ化を避けたり，顧客との癒着を防いだりする必要もある．二れらの目的

　　を達成するための移動は明確なルートを必要としないし，移動も定期的である

　必要がない．

12）　Spence，五1．1973．

13）　Mincer，J．1974p．65

14）経験年数別賃金が労働者の生産力を反映したものか否かにっいては，Me－

　do氏J．L。and　Abraham，K　Gの批判がある（Medo丘and　Abraham1980

　およぴ1981）・かれらによれぱ，白人男子の管理的専門的従事者の賃金は経験

　年数との間に正相関をもつが，直属上司による成績査定（かれらはこれを労働

　生産性の指標として用いる）と経験年数との間には正相関がないか，あるいは

　負の相関さえあったという・かれらはこれを説明する要因として，労使間の暗

　黙の契約（離職を阻止したり，モラールを高めたりするに役立つ），利潤以外の

　要因が経営者の効用関数の中に入つてくる可能性（部下を解雇したり，賃金を

　下げたりすると・監督者の不効用が高まる），年長者を尊敬すぺしとする価値観

　等に言及している．

15）外部経験と内部経験との間の代替可能性を最初に分析したのは，StoikQV，V，

　1973である．

16）被説明変数が時間当たり賃金の自然対数値であることに注意せよ．

17）　この立場に立った分析例としては，例えば小野旭1973第7章およぴTa－

　chibanaki，T・1975等がある．

18）これと同趣旨の主張はアメリカでも得られている（Abraham，K．Gand

　Farber，H・S・1987をみよ）・

19）大橋勇雄1978を参照せよ．

20）原　剛1977を参照せよ．

21）荒井一博は世代間所褐移転の観点から年功賃金の理論的分析をこころみた．

　Arai，K1983を参照せよ．
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22）　梅村又次は供給価格の序列と需要価格の序列の概念を用いて・年功賃金への

　接近を試みた（梅村1967），かれによれば，賃金が生活保障的でありうるのは，

　需要価格の序列に親和的であるかぎりにおいて供給価格の序列に対する配慮が

　払われている揚合である．っまり，労働の限界生産力が年令とともに上昇する

　揚合にのみ，賃金が年令別に上昇しうることになる．これに対して，世代間所

　得移転の議論では，必ずしも限界生産力の年令別上昇を必要としない。理論的

　に一般化していえば，一人の労働者が定年年令まで年々産み出す限界生産力の

　現在価値と，かれが年々受け取る賃金の現在価値とが等しいなら，利潤極大の

　条件としては十分である．

23）中村隆英1961pp．52～53あるいは隅谷三喜男1967pp20およぴ188・

24）尾高煙之助1984p．237に紹介されているr生活賃金」の議論をみよ・

25）間宏1978P，38・

26）尾高燵之助1984第7章，特にpp、239およぴ241を参照せよ．

27）安春植1982第3章。

28）労働省1979参考資料pp、102－103・
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